
款 項 目

4 2 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

令和４年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 経済環境部

課　名 環境課

事業内容

●事業の全体計画
　・生活環境に影響する各種調査の実施による継続的な変化の確認及び各種公害に関する対応と関係
    機関との調整
　・地球温暖化対策に関する周知啓発

●主な事業内容
　・河川水質の定点観測
　・公共施設のＬＥＤ化に必要な情報収集を目的とした、公共施設照明器具の現況調査を実施
　・自動車騒音等の調査
　・航空自衛隊岐阜基地に起因する騒音公害等に関する対応
  ・地球温暖化対策活動推進事業（市民等への地球温暖化対策の普及啓発）

●主な決算の内訳
　・河川等水質分析調査業務委託料　　　　 　 968,000円
　・河川等底質分析調査委託料　　　　　　 　 143,000円
　・公共施設照明器具現況調査業務委託料　　4,701,400円
　・自動車騒音常時監視業務委託料　　　　 　 638,000円

事業の
成果・効果

犬山の豊かな緑や水辺環境および生活環境を守るために、河川等水質・底質調査による水環境の監
視、自動車騒音調査、事業活動に伴う騒音・振動など公害苦情対応により市民生活の環境保全を保つ
ことができた。

財源内訳 見直し・点検進捗評価

環境保全費 262

施策事業名 環境保全事務

事業目的

　環境審議会を設置し、環境の保全等に関して基本的なことを調査審議する。
　騒音、振動、水質、土壌及び地下水などの環境項目について必要な調査を実施し、市民が快適に暮
らせる環境を守るための監視体制を充実する。
　地球温暖化対策に関する周知啓発を行い二酸化炭素排出抑制に繋げる。

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務の
効率化

環境保全事務 6,758 25 6,733 100% 4 3 3

 - - - - - - - -

 - - - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

3合計 6,758 25 6,733 100% 4 3

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和４年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

R3決算 R4決算 R5予算

6,983 6,758 2,932

国県支出金 4,865 25 26

地方債 0 0 0

一般財源の割合 30% 100% 99%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 0 0 0

一般財源 2,118 6,733 2,906

事業の継続性が必要な内容であるが、一定の成果が確認できた内容などについては見直し
も想定し、業務の点検を継続していく。

③受益の
公平性 4 水質や地球温暖化対策は将来にわたり不特定多数の市民に大きな影響を及ぼしかねない事

業である。

④ニーズ
の把握 2 講座等一部事業については個々の事業終了時点、環境調査関係については環境基本計画策

定時（令和元年度）にニーズを把握している。

①市実施
の妥当性 3

河川水質など生活環境の保全は市民生活に深く関連しており行政が実施する事業である。
また公害対策の一部は法令等で市が実施すべき事業となる、また率先した地球温暖化対
策・その普及啓発は行政の役割である。

②事業の
必要性 3 事業全体として不可欠な業務であるがその内容や手法について縮小や見直すべきものも含

まれている事業である。

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

生活環境保全に向けた家庭や事業所での環境配慮へ
の取組みの推進

騒音・振動など公害発生防止に向けた取組みをはじめ、法令等に基づ
き指導を実施した。
行政による指導対象外となる生活騒音など住民間のトラブルが多く
なっている。住民への対応を行いつつも過剰な要求には、根拠をもっ
て断れるよう事務を行う。

財
源
内
訳

令和４年度に見直しを
実施した事項

関連事業の継続を前提としてその手法や経費等に関しての効率的に行えるように事
務を行った。

令和５年度に見直しを
実施している事項

関連事業の継続を前提としてその手法や経費等に関しての効率化に向けて検討して
いく。

今後見直しを検討する事項
特に地球温暖化対策は国において新たな方針・施策へと次々と変化していくため、
市としてもその流れに合わせた弾力的な対応や見直しを実施していく。

⑤目標の
達成度 2 環境調査については過去の観測結果等との比較を行い、必要に応じて追加調査を実施し

た。その一方で、事業所等との新たな公害防止協定等の締結には至らなかった。

⑥改善の
取組状況 3

評価チャート
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款 項 目

4 2 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合

2 2合計 30,738 10,688 20,050 65% 2

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

環境保全基金積立金 299 299 0 0% 2 2 2

- -

自然環境保全 22,277 2,227 20,050 90% 3 3 3

森林環境譲与税基金積立金 8,162 8,162 0 0% 2 2 2

財源内訳 見直し・点検進捗評価

環境保全費 262

施策事業名 自然環境保全

事業目的

　身近な地域の豊かな自然を適切に保全し、多様な動植物の生態系の維持等に努め、犬山市の良好な
自然環境が貴重な地域資源としても活用されることにより、自然と調和した豊かなまちづくりを推進
する。
　また、市民による地球温暖化対策となる設備、機器、車両の導入や都市緑化の取組みを促進し、二
酸化炭素排出抑制を推進する。

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務の
効率化

令和４年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 経済環境部

課　名 環境課

事業内容

●事業の全体計画
　・良好な自然環境の適切な保全及び多様な動植物の生態系の維持を推進するため、各種調査や
　　啓発活動を実施するとともに、二酸化炭素排出抑制の推進を進め、地球温暖化対策を図る。

●主な事業内容
　・河川等の生物相、里山の樹木相、希少種の調査
　・森林及び里地里山の保全、都市緑化の活動支援
　・外来種の防除・駆除
　・地球温暖化対策設備（二酸化炭素排出削減設備機器・車両）の導入支援

●主な決算の内訳
　・農村自然環境整備事業造成施設維持管理業務委託料　　　902,000円
　・自然環境調査業務委託料　　　　　　　　　　　 　　　 555,280円
　・犬山ふれあいの森整備業務委託料　　　　　　　  　　  506,000円
　・犬山市住宅用地球温暖化対策設備導入促進費補助金　 16,557,600円
  ・犬山市次世代自動車普及促進補助金　　　　　　　    2,100,000円

事業の
成果・効果

　中島池ビオトープ管理や、東大演習林での観察会を開催し、市民が自然に触れ合う場や機会を創出
したほか、里山での希少な動植物の調査を実施し、将来への豊かな自然の保全を推進した。また、緑
化や自然保全の取組や個人住宅における地球温暖化対策設備の設置に対する補助を実施し、市民一人
ひとりの意識を、地球環境保全への貢献に繋げることができた。



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和４年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

市内に現存する自然環境を本来の機能を損なうこと
なく保全する必要がある。また、地球温暖化対策と
してエネルギー利用の効率化、省エネルギー機器・
設備の更なる普及拡大が必要である。

大切で豊かな自然を保全しつつ、市民生活と自然が共生・共存する取
組みを推進する。市民や事業者が積極的に環境への負荷の少ないライ
フスタイルや社会経済活動を選択するよう普及啓発や各種制度のPRを
進めていく。

財
源
内
訳

令和４年度に見直しを
実施した事項

犬山市次世代自動車普及促進補助金及び犬山市住宅省エネ改修支援補助金を開始、
市民が購入する電気自動車や高効率給湯器に対して補助をしたことにより多くの市
民がこの補助金を利用し二酸化炭素排出抑制に貢献することができた。

令和５年度に見直しを
実施している事項

地球温暖化対策の補助金の要綱を見直し、適正な補助金の交付を行う。

今後見直しを検討する事項

地球温暖化対策については、国の目標が高くなっているが、抜本的な解決方法はな
い状態である。
市として今後どのように対策をとっていくかを調査し、計画していくことが必要と
なる。

⑤目標の
達成度 3 めまぐるしく変化する地球温暖化対策について、エネルギーの高騰など状況の変化に応じ

て実施しなかった事業が発生した。

⑥改善の
取組状況 2 事業の継続性が必要な内容であるが、一定の成果が確認できた内容などについては見直し

も想定し、業務の点検を継続していく。

③受益の
公平性 4 自然環境保全や地球温暖化対策は将来にわたり不特定多数の市民に大きな影響を及ぼしか

ねない事業である。

④ニーズ
の把握 2 自然環境保全関係については環境基本計画策定時（令和元年度）にニーズを把握してい

る。

①市実施
の妥当性 3

自然環境保全の取組は個人や市民活動での実施も見られるが採算性はなく事業として十分
に供給されることは期待できない。また率先した地球温暖化対策・その普及啓発は行政の
役割である。

②事業の
必要性 2 自然環境保全・地球温暖化対策は不可欠であるが、市民一人一人の意識や取組が成熟する

ことが最も大切であり、財政状況に応じては大幅縮小や停止も可能である。

一般財源の割合 12% 65% 5%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 4,528 865 37,626

一般財源 1,957 20,050 2,888

国県支出金 10,371 9,823 14,137

地方債 0 0 0

R3決算 R4決算 R5予算

16,856 30,738 54,651

評価チャート
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款 項 目

4 2 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

令和４年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 経済環境部

課　名 環境課

事業内容

●事業の全体計画
　・施設を適切に維持管理するとともに自然環境に関する講習会等を実施し自然保護に関する
　　市民意識の高揚と多様な活動団体等の交流の促進

●主な事業内容
　・里山学センター・環境ボランティアセンターの維持管理
　・環境活動を行う人材の育成、自然環境の保全や体験など環境学習講座の開催
　・生物標本等の収集・整理・展示
　・市民や子どもたちへの情報発信及び環境意識の啓発
　・市民等による環境活動への支援

●主な決算の内訳
　・里山学センター管理業務委託料　5,764,000円

事業の
成果・効果

　自然環境保全の拠点として施設を適切に維持管理するとともに自然環境に関する講習会や展示など
を実施することで、多くの市民をはじめ施設利用者に対して自然保護に関する意識の高揚と多様な活
動団体等の交流を促進することができた。

財源内訳 見直し・点検進捗評価

環境保全費 262

施策事業名 犬山里山学センター管理

事業目的
　里山文化の研究、活用及び保存をするとともに、森林及び環境保全活動の拠点としての整備に努め
学習及び交流の場に供する里山学センター等を適切に運営し維持管理する。

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務の
効率化

犬山里山学センター管理 7,000 66 6,934 99% 3 2 3

 - - - - - - - -

 - - - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

3合計 7,000 66 6,934 99% 3 2

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和４年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

R3決算 R4決算 R5予算

6,524 7,000 7,407

国県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源の割合 99% 99% 99%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 60 66 83

一般財源 6,464 6,934 7,324

業務の点検を継続していく。

③受益の
公平性 2 全市民に占める施設利用者及び事業参加者の割合が少ない。

④ニーズ
の把握 3 施設に利用者からの意見や感想を求める用紙を設置している。

①市実施
の妥当性 2

施設管理を中心として施設を核とした各種講座を実施しているが、利用者・参加者に対す
る現在のサービス水準（参加料など）を維持する上では、民間事業者では採算性が取れ
ず、サービスの低下につながる可能性はある。

②事業の
必要性 2 市民の日常生活（趣味・教養などは除く）への直接的な影響は小さい。

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

平成18年の開館以降、自然との触れ合いを生み、ま
たその大切さを確認できる貴重な施設であるが、将
来に向けた短中長期的な視点での施設の在り方や方
向性を決める必要がある。

長年にわたる実績と経験を基に施設を拠点として各種活動を展開して
いるが、更なる有効活用や各種活動の充実を図るため、事業内容の見
直しなど具体的な検討を行い、順次着手していく。

財
源
内
訳

令和４年度に見直しを
実施した事項

現在実施している事業内容について業務受注者との協議を実施し、令和５年度に向
けた見直しなどの方向性を確認した。

令和５年度に見直しを
実施している事項

令和４年度の精査結果を踏まえ、市が実施していた自然学習、人材育成、活動支援
などの活動・業務についての精査・見直しを行った。

今後見直しを検討する事項
より効果的な事業を将来にわたり継続して実施していけるよう自然保全分野におけ
る新たな担い手の育成などについてその手法などを検討していく。

⑤目標の
達成度 3 毎年予定する事業や活動は全て完了し、目標は達成しているが、担い手の育成までには

至っていない。

⑥改善の
取組状況 2

評価チャート
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款 項 目

4 2 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

令和４年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 経済環境部

課　名 環境課

事業内容

●事業の全体計画
　・愛知県から委託を受け指定された東海自然歩道の維持管理

●主な事業内容
　・自然歩道のパトロール
　・トイレ、休憩所などの清掃
　・軽微な修繕
　・管理状況等の愛知県への報告
　・東海自然歩道の普及・利用啓発

●主な決算の内訳
　・東海自然歩道パトロール業務委託料　　1,817,370円
　・公衆トイレ清掃業務委託料　　　　　　　517,000円
　・公衆トイレ設備保守点検業務委託料    　291,500円

事業の
成果・効果

多い日には1日あたり200名程度が散策する市内東海自然歩道において、年100日程度の定期的なパト
ロールのほか、エリア内にあるトイレ清掃などを実施し、倒木発生時にはその対応を行うなど、管理
者である愛知県と連携し、散策者の安全で良好な環境を維持することができた。

財源内訳 見直し・点検進捗評価

環境保全費 262

施策事業名 東海自然歩道管理

事業目的
　愛知県からの委託を受け犬山市内の東海自然歩道を、自然と触れ合える場として市民等が安全に利
用できるよう維持管理する。

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務の
効率化

東海自然歩道管理 2,975 1,586 1,389 47% 2 1 2

 - - - - - - - -

 - - - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

2合計 2,975 1,586 1,389 47% 2 1

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和４年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

R3決算 R4決算 R5予算

2,923 2,975 3,244

国県支出金 1,586 1,586 1,586

地方債 0 0 0

一般財源の割合 46% 47% 51%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 0 0 0

一般財源 1,337 1,389 1,658

業務の点検を継続していく。

③受益の
公平性 2 東海自然歩道は市民の他、市外利用者が利用することも多い。

④ニーズ
の把握 3 年間4回の入込調査を実施しており、東海自然歩道における利用ニーズを把握している。

①市実施
の妥当性 3 事業内容に採算性がなく、本業務は地元地区住民や団体の協力のもと業務委託し実施して

おり、民間のサービス供給は全く期待できない。

②事業の
必要性 1 歩道利用者の安全確保は必要であるが、管理主体は愛知県であり、状況によっては市の継

続実施を見直すことも必要である。

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

管理者である愛知県との役割分担が曖昧であるとと
もに、歩道のパトロール業務を担う人材の確保が困
難となっている。

現在パトロール業務を実施している地元住民の高齢化が進み、次の担
い手の確保も困難となっているため、他自治体の状況を確認しつつ、
愛知県と協議しながら管理業務のあり方の整理を行っていく。

財
源
内
訳

令和４年度に見直しを
実施した事項

東海自然歩道の管理者である愛知県と、パトロール業務を委託されている本市と
で、施設維持管理に要する委託業務範囲を確認した。

令和５年度に見直しを
実施している事項

令和４年度の検証を踏まえて各地区に依頼しているパトロール業務の内容と委託費
について変更を行う予定。

今後見直しを検討する事項
現在パトロール業務を実施している地元住民の高齢化が進み、担い手の確保も困難
となってきているため、東海自然歩道管理のあり方自体の見直しも愛知県と協議し
ていく必要がある。

⑤目標の
達成度 4 年間を通じて定期的にパトロールやトイレ等の清掃、軽易な修繕等を行い、良好な環境の

維持管理を実施した。

⑥改善の
取組状況 1

評価チャート
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款 項 目

4 3 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合

3 3合計 19,028 59 18,969 100% 3

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

清掃総務事務 191 0 191 100% 3 3 3

環境センター地元補償 2,000 0 2,000 100% 3

今井切塞多目的広場管理 1,376 59 1,317 96% 3 4 3

3 3

都市美化センター地元補償 14,015 0 14,015 100% 3 4 3

八曽最終処分場地元補償 1,446 0 1,446 100% 3 4 3

財源内訳 見直し・点検進捗評価

清掃総務費 266

施策事業名 廃棄物処理施設地元補償

事業目的
廃棄物処理施設設置時に地元と締結した協定事項を履行することにより、地元住民の生活環境の向上
に繋げる。

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務の
効率化

令和４年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 経済環境部

課　名 環境課

事業内容

●事業の全体計画
　・廃棄物処理施設設置時に地元と締結した協定事項を履行するための事業を実施する。

●主な事業内容
　○都市美化センター地元補償
　　・地元補償費の支払い
　　・城東中学校南側多目的広場詳細設計業務委託（令和3年度からの繰越事業）
　　・未買収用地１筆の買取協議を継続
　○最終処分場地元補償
　　・地元補償費の支払い、もみの木駐車場進入道路整備
　〇今井切塞多目的広場管理
　　・多目的広場の維持管理、近接河川水の水質検査
　○環境センター地元補償
　　・地元補償費の支払い
　○清掃総務事務
　　・産業廃棄物関連施設の設置に係る地元との紛争の予防・調整

●主な決算の内訳
　・城東中学校南側多目的広場詳細設計業務委託料　　13,244,000円
　・環境センター地元補償金　　　　　　　　　　　　 2,000,000円
  ・もみの木駐車場進入道路整備等工事請負費　　　  　 946,000円

事業の
成果・効果

廃棄物処理施設設置時に地元と締結した協定事項を履行することにより、地元との信頼回復と地元住
民の生活環境の向上につながった。



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和４年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

善師野公民館西側多目的広場について、地元及び関
係各課と協議し、レイアウト（案）を作成する必要
がある。

地元及び関係各課と協議を行い、レイアウト（案）を作成する。

財
源
内
訳

令和４年度に見直しを
実施した事項

令和５年３月１５日に都市美化センターの地元である塔野地区と「総合グランド建
設に代わる地域振興策に関する覚書の履行状況に関する確認書」を締結し、未買収
地取得後の城東中学校南側多目的広場整備を確認した。

令和５年度に見直しを
実施している事項

城東中学校南側多目的広場の維持管理について地元との協議を実施する。

今後見直しを検討する事項
今井切塞多目的広場及び令和５年度完成予定の城東中学校南側多目的広場の維持管
理について、所管課を改めて検討する必要がある。また、善師野公民館西側多目的
広場整備に関しても所管課を整理する必要がある。

⑤目標の
達成度 3 都市美化センターの地元補償事業として、城東中学校南側多目的広場詳細設計業務委託が

完了した。また、未買収用地１筆の買取協議を継続した。

⑥改善の
取組状況 3 合理的な事業実施となるように地元住民と綿密な打ち合わせ等を行いながら取り組んだ。

③受益の
公平性 2 地元補償として実施する事業であるため、対象は全ての市民ではない。

④ニーズ
の把握 3 地元との合意に基づき実施する事業であるため、市民ニーズに則している。

①市実施
の妥当性 4 廃棄物処理施設の設置に伴う市と地元との協定事項であり、民間での実施は不可能であ

る。

②事業の
必要性 2 地元との協定事項を履行することは市の責務である。しかしながら、財政が著しく悪化し

た場合は、事業の延期等地元の理解を得る必要がある。

一般財源の割合 100% 100% 99%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 0 59 60

一般財源 5,772 18,969 247,714

国県支出金 0 0 2,000

地方債 0 0 0

R3決算 R4決算 R5予算

5,772 19,028 249,774

評価チャート
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款 項 目

4 3 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

令和４年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 経済環境部

課　名 環境課

事業内容

●事業の全体計画
　○犬山市、江南市、岩倉市、大口町、扶桑町の３市２町で構成する一部事務組合において、
　　事務を広域で実施する。
　　・し尿処理施設の運営、維持管理
　　・火葬場の運営、維持管理

●主な事業内容
　○広域事業を遂行するために必要な経費を、負担金として３市２町で拠出する。
　　・し尿、浄化槽汚泥の処理
　　・人及び小動物の火葬、斎場の貸出し
　　・組合議会の開催（年４回）
　　・し尿処理施設（愛北クリーンセンター）、火葬場（尾張北部聖苑）設置の両地元の
　　　住民代表者等で構成する公害防止委員会の開催
　　・施設維持のための工事施行　等

●主な決算の内訳
　・議会運営費負担金　　　　　　 312,858円
　・共通経費運営費負担金　　　11,791,248円
　・火葬場事業運営費負担金　　39,547,988円
　・し尿処理場運営費負担金　　53,337,680円

事業の
成果・効果

３市２町から構成される愛北広域事務組合により、火葬場である尾張北部聖苑及びし尿・浄化槽汚泥
処理施設である愛北クリーンセンターの維持管理・運営がされ、火葬及びし尿処理が滞りなく実施で
きた。

財源内訳 見直し・点検進捗評価

清掃総務費 268

施策事業名 愛北広域事務組合

事業目的 愛北クリーンセンター及び尾張北部聖苑において、し尿処理業務及び火葬業務の遂行

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務の
効率化

愛北広域事務組合 104,990 0 104,990 100% 3 3 3

 - - - - - - - -

 - - - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

3合計 104,990 0 104,990 100% 3 3

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和４年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

R3決算 R4決算 R5予算

107,377 104,990 110,524

国県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源の割合 100% 100% 100%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 0 0 0

一般財源 107,377 104,990 110,524

一部事務組合にて事業を行った。
改善が必要と考えられる部分については、構成市町として働きかけた。

③受益の
公平性 4

火葬に関しては全ての市民が対象である。
し尿及び浄化槽汚泥の処理は、し尿汲み取り及び浄化槽の家庭が対象であるため、多数の
市民が対象である。

④ニーズ
の把握 3

火葬場では、利用者の声が聞けるように投書台が設置してある。
し尿処理施設に関しては、直接市民が利用することがないためニーズの把握をしていな
い。

①市実施
の妥当性 4

し尿及び浄化槽汚泥は、一般廃棄物であり、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２におい
て、市町村が処理しなければならないと規定されている。火葬業務は、民間での実施も可能ではあ
るが、火葬場建設にあたっては地元承諾を得ることが困難であり、公が実施することが望ましい。

②事業の
必要性 4

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２において、市町村は、区域内における一般
廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに処理しなければならないと規定されてい
る。また、火葬業務も同様に、生活環境の保全上支障が生じないうちに行う必要がある。

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

し尿処理施設（平成５年竣工、築30年）、火葬場
（平成元年竣工、築34年）ともに、老朽化による営
繕費増が今後見込まれる。

し尿処理施設は築50年まで、火葬場は築60年まで継続使用できるよう
施設整備を検討していく。

財
源
内
訳

令和４年度に見直しを
実施した事項

愛北広域事務組合が行う事業に対し、構成市としてチェックを行った。

令和５年度に見直しを
実施している事項

愛北広域事務組合が行う事業に対し、構成市としてチェックを行う。

今後見直しを検討する事項 愛北広域事務組合が行う事業に対し、構成市としてチェックを行う。

⑤目標の
達成度 4 一部事務組合にて施設を継続的に使用できるように修繕の計画等を策定しており、滞りな

く処理することができた。

⑥改善の
取組状況 3

評価チャート
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款 項 目

4 3 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

令和４年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 経済環境部

課　名 環境課

事業内容

●事業の全体計画
　・ごみ集積場の環境整備
　・ごみ減量及びリサイクルの啓発
　・不法投棄対策
　・家庭系可燃ごみ指定ごみ袋による収集
　・資源物・廃棄物の収集運搬・中間処理
　・廃棄物処理に係る基本的な計画の策定

●主な事業内容
　・収集容器始めごみ集積場関連用品等の整備
　・ICT活用やごみ収集カレンダーによる分別方法等の周知
　・不法投棄パトロールの実施、監視カメラの設置
　・指定ごみ袋、ボランティア袋、粗大ごみ処理券の作成
　・収集容器設置、ごみの収集・運搬、再生利用するための中間処理等

●主な決算の内訳
　・可燃ごみ収集委託料     　　　　　　　　 148,338,300円
　・資源物及び不燃ごみ等収集運搬業務委託料　116,710,000円
　・プラスチック製容器包装処理委託料　　　　 32,686,887円
　・粗大ごみ収集委託料　　　　　　　　　　　 17,290,900円
　・空びん収集委託料　　　　　　　　　　　　 14,087,700円
　・剪定樹木等処理委託料　　　　　　　　　　 12,769,438円

事業の
成果・効果

・ごみの分別と出し方の作成、資源回収奨励金及びごみ集積場環境整備補助金の交付を行い、適正な
分別によるごみの排出がなされた。
・不法投棄監視カメラを貸し出しすることで、不法投棄の抑制が図られた。
・家庭系可燃ごみ指定袋によりごみ処理手数料を徴収し、ごみの減量及び適正排出が図られた。
・資源物・廃棄物の収集運搬・中間処理を実施し、生活環境の保持と資源循環形成に寄与できた。

財源内訳 見直し・点検進捗評価

ごみ処理費 268

施策事業名 資源物リサイクル・廃棄物処理事業

事業目的
循環型社会の構築に向け、ごみ分別の徹底によるごみの減量及び資源物のリサイクルを推進するとと
もに、廃棄物の収集運搬・処理を適正に実施する。

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務の
効率化

塵芥処理事務 12,800 117 12,683 99% 3 3 3

公用車管理（ごみ処理費） 1,332 361 971 73% 3 3 3

廃棄物処理 424,567 155,611 268,956 63% 3 3 4

4 4

 - - - - - - - -

廃棄物処理（公共施設分） 1,560 31 1,529 98% 4

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

3合計 440,259 156,120 284,139 65% 3 3

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和４年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

R3決算 R4決算 R5予算

432,071 440,259 448,790

国県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

一般財源の割合 54% 65% 66%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 200,619 156,120 152,514

一般財源 231,452 284,139 296,276

現時点で必要な取り組みを実施したが、今後も時勢に応じた見直しをしていく必要があ
る。

③受益の
公平性 4 全市民が受益者である。

④ニーズ
の把握 4 ごみ集積場環境整備助成事業に関するニーズを把握するためのアンケート調査の実施

①市実施
の妥当性 4 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２において、一般廃棄物は市町村が処理しな

ければならないと規定されている。

②事業の
必要性 4

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２において、市町村は、区域内における一般
廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに処理しなければならないと規定されてい
る。

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

外国籍住民や単身世帯が増加しており、これらの世
帯から排出されるごみ分別が悪く、ごみ集積場を管
理する町内会から対策を求められている。

不法投棄対策や外国籍住民へのごみ分別周知など、住環境を衛生的に
保つために最低限行わなければならない事業を優先して行う。

財
源
内
訳

令和４年度に見直しを
実施した事項

・環境課窓口でのキャッシュレス徴収
・ペットボトルのリサイクルの見直し（ボトルtoボトル）

令和５年度に見直しを
実施している事項

・ごみ分別なんでも百科（令和以３～５年度保存版）の改定に伴う記載事項の見直
し

今後見直しを検討する事項
・外国籍住民へのごみ分別の周知・徹底方法の検討
・プラスチック使用製品の収集方法、リサイクルの検討

⑤目標の
達成度 4

ごみ分別アプリ閲覧回数 150,130回（前年度比　24,067回増加）
資源回収団体育成奨励金補助団体数80団体（前年度比　2団体減少）
生ごみ処理機器補助件数　18件（前年度比　2件増加）
ごみ集積場環境整備補助件数　21件（前年度比　6件減少）

⑥改善の
取組状況 3

評価チャート
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款 項 目

4 3 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

令和４年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 経済環境部

課　名 環境課

事業内容

●事業の全体計画
　○都市美化センター
　　・収集した可燃ごみ・不燃ごみ等を焼却処理・破砕処理する。
　　・焼却処理・破砕処理後に発生した焼却灰、飛灰、破砕残渣を適正に処理する。
　　　（市外埋立処分を含む。）
　○八曽最終処分場
　　・都市美化センターから搬入された焼却灰と破砕残渣を全量埋立てし、浸出水処理施設において
　　　浸出水の処理を実施する。

●主な事業内容
　○都市美化センター
　　・焼却施設・破砕施設の運転管理、連絡調整委員会の開催、焼却灰等の適正な処理
　　・新たなごみ処理施設が稼動するまで、適正な処理を安定的に継続していくために、
　　　ごみ焼却施設及び破砕施設の補修工事等による適切な維持管理を実施。
　○八曽最終処分場
　　・焼却灰及び破砕残渣を埋め立てた後、覆土整備工事を施工
　　・埋立て層を通過する浸出水を浸出水処理施設により適正に処理、公害防止委員会の開催

●主な決算の内訳
　・都市美化センター運転管理等委託料　　　　　　　　　 293,051,000円
　・焼却灰処理委託料　　　            　　　　　　　 　 34,330,518円
　・焼却施設飛灰処理設備飛灰搬送コンベヤ更新工事請負費　28,050,000円

事業の
成果・効果

○都市美化センター
　都市美化センターに搬入されたごみを適切に全量焼却処理又は破砕処理した。
　焼却処理・破砕処理後に発生した焼却灰、飛灰、破砕残渣を適正に処理した。
　（市外埋立処分を含む。）
○八曽最終処分場
　都市美化センターから搬入された焼却灰、破砕残渣を全量埋立処分した。埋立て層を通過する浸出
水を浸出水処理施設により適正に処理した。

財源内訳 見直し・点検進捗評価

ごみ処理費 268

施策事業名 廃棄物処理施設管理

事業目的
市民等が排出するごみを廃棄物処理施設において安定的に処理を行うことにより、生活環境の保全を
図ることを目的とする。

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務の
効率化

都市美化センター管理 346,538 78 346,460 100% 4 4 3

都市美化センター営繕 102,168 22,200 79,968 78% 4 3 3

最終処分場管理 11,976 0 11,976 100% 4 4 3

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

3合計 460,682 22,278 438,404 95% 4 3

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和４年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

R3決算 R4決算 R5予算

436,488 460,682 536,794

国県支出金 0 0 0

地方債 0 22,200 44,500

一般財源の割合 100% 95% 92%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 0 78 78

一般財源 436,488 438,404 492,216

老朽化した施設で安全かつ安定的にごみ処理を行うために細心の注意を払いながら、コス
ト意識を持って施設を運転していく。

③受益の
公平性 4 全市民が受益者である。

④ニーズ
の把握 4

令和10年度より犬山市、江南市、扶桑町、大口町の２市２町で、江南市に新ごみ処理施設
を建設することが決定している。施設の老朽化が進んでいるが、新ごみ処理施設の稼働ま
で、現施設で安定したごみ処理が望まれている。

①市実施
の妥当性 4 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２において、一般廃棄物は市町村が処理しな

ければならないと規定されている。

②事業の
必要性 4

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２において、市町村は、区域内における一般
廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに処理しなければならないと規定されてい
る。

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

施設稼働終了年度を見越して、計画的な補修を行っ
ていくが、突発的な補修も含めて、年間約１億円の
補修費を今後も確保する必要がある。

施設稼働終了年度を見越して、計画的な補修を行っていく。

財
源
内
訳

令和４年度に見直しを
実施した事項

都市美化センターの焼却施設及び破砕施設の主要設備について、令和９年度末まで
の耐用年数を考慮し、更新・補修工事を行った。

令和５年度に見直しを
実施している事項

都市美化センターの稼働は令和６年度末までの予定だったが、広域ごみ処理施設の
供用開始が３年延びたため、令和２年度に策定した長寿命化計画を再度見直し、維
持管理を行う。

今後見直しを検討する事項

都市美化センターの稼働は令和９年度末までを予定しているため、耐用年数を考慮
した補修工事ができるよう計画を立てる。
また、新ごみ処理施設稼働に併せ八曽最終処分場も埋立終了できるよう計画的に埋
立てていく。

⑤目標の
達成度 4

都市美化センターに搬入されたごみを適切に全量焼却処理又は破砕処理した。
都市美化センターから八曽最終処分場に搬入された焼却灰、破砕残渣を全量埋立処分し
た。

⑥改善の
取組状況 3

評価チャート
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款 項 目

4 3 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合

4 3合計 114,390 60,192 54,198 47% 3

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

 - - - - - - - -

- -

尾張北部環境組合 24,198 0 24,198 100% 2 4 2

広域ごみ処理施設整備基金積立金 90,192 60,192 30,000 33% 4 4 4

財源内訳 見直し・点検進捗評価

ごみ処理費 274

施策事業名 広域ごみ処理施設整備

事業目的
ダイオキシン類削減対策、マテリアルリサイクル及びサーマルリサイクルの推進、公共事業のコスト
縮減を踏まえ、県のごみ焼却処理広域化計画に基づき、２市２町(犬山市、江南市、扶桑町、大口町)
の広域で新ごみ処理施設の設置と管理を目指す。

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務の
効率化

令和４年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 経済環境部

課　名 環境課

事業内容

●事業の全体計画
　・２市２町で構成する一部事務組合の尾張北部環境組合において、老朽化した犬山市都市美化
　　センターと江南丹羽環境組合の環境美化センターに代わるごみ処理施設の建設に向け、事業
　　を進める。

●主な事業内容
　〇尾張北部環境組合の事業を遂行するために必要な経費を負担金として２市２町で拠出する。
　　・環境影響評価等調査
　　・基本設計策定
　〇新ごみ処理施設建設時の負担を軽減するため、指定ごみ袋による収入から袋製作費等の経費を
　　除いた分に一般財源等を加算し、広域ごみ処理施設整備基金に積み立てる。

●主な決算の内訳
　・尾張北部環境組合負担金　　　　　　24,197,747円
　・広域ごみ処理施設整備基金積立金　　90,191,707円

事業の
成果・効果

２市２町で構成される尾張北部環境組合により、新ごみ処理施設の建設に向け、必要な事業が計画ど
おり実施できた。



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和４年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

新施設への直接搬入の条件整理を行う必要がある。 構成市町の担当者会で、直接搬入の条件整理を行っていく。

財
源
内
訳

令和４年度に見直しを
実施した事項

尾張北部環境組合が行う事業に対し、構成市としてチェックを行った。

令和５年度に見直しを
実施している事項

・建設工事着手に向けた設計、各種法手続き、関係機関等との協議・調整
・地域振興策実施支援

今後見直しを検討する事項
・尾張北部環境組合が行う事業に対し、構成市としてチェックを行う。
・新ごみ処理施設への収集運搬委託料について試算を行い、事業者と協議してい
く。

⑤目標の
達成度 3 計画どおり環境影響評価、都市計画決定手続きが行われた。

用地取得が滞っている。

⑥改善の
取組状況 3 事業におけるコストや手法等については、今後もチェックが必要。

③受益の
公平性 4 全市民が受益者である。

④ニーズ
の把握 4 新ごみ処理施設建設に係る環境影響評価や都市計画決定手続きについて、受益者以外の意

見も収集している。

①市実施
の妥当性 4 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２において、一般廃棄物は市町村が処理しな

ければならないと規定されている。

②事業の
必要性 4

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２において、市町村は、区域内における一般
廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに処理しなければならないと規定されてい
る。

一般財源の割合 47% 47% 61%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 60,270 60,192 60,270

一般財源 53,652 54,198 95,963

国県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

R3決算 R4決算 R5予算

113,922 114,390 156,233

評価チャート
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款 項 目

4 3 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円） （見直し・点検進捗評価は４段階）

目名 決算書(P)

事業名 決算額
一般財源
の割合

3 3合計 34,474 17,419 17,055 49% 3

- -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

 - - - - - - - -

 - - - - - -

 - - - - - - - -

- -

し尿処理 33,028 17,419 15,609 47% 4 4 4

環境センター管理 1,446 0 1,446 100% 2 2 2

財源内訳 見直し・点検進捗評価

し尿処理費 274

施策事業名 し尿処理

事業目的
し尿処理を円滑に行うとともに、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止することを目的とす
る。

特定財源 一般財源 利便性向上
情報発信
・共有化

業務の
効率化

令和４年度　決算説明書 / 事業評価シート

予算 部局名 経済環境部

課　名 環境課

事業内容

●事業の全体計画
  ・し尿処理等を円滑に行うため、し尿汲取り券の作成、し尿汲取り及び運搬を行う。
　・し尿汲み取り槽及び単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への切換えを推進する。

●主な事業内容
  ・し尿汲取り券の作成
　・各家庭等からのし尿汲取り及び愛北クリーンセンターへの運搬
　・し尿中継槽（環境センター）の維持管理
  ・し尿汲取り券取扱店を経由した手数料の徴収
　・し尿汲み取り槽及び単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への切換えに係る補助金の交付

●主な決算の内訳
  ・し尿汲取委託料（各家庭→環境ｾﾝﾀｰ）　　　　18,513,000円
  ・し尿運搬委託料（環境ｾﾝﾀｰ→愛北ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ)　  8,852,448円
  ・合併処理浄化槽設置整備事業補助金　　　　　 5,418,000円

事業の
成果・効果

安定的かつ継続的なし尿処理を実施したことにより、生活環境が保全された。また、環境課窓口で、
し尿汲取券の電子決済（PayPay）を導入した。



Ⅲ：年度別事業費の状況 （単位：千円）

Ⅳ：事業の評価　（ＰＤＣＡサイクルのＣｈｅｃｋ）

Ⅴ：業務の見直し・点検　（ＰＤＣＡサイクルのＣ→Ａ）

Ⅵ：課題とその対応策及び今後の方向性　（令和４年度におけるＰＤＣＡの成果：次のサイクルに反映させていく事項）

事業費

課　　題 対応策・今後の方向性

環境センターの廃止を視野に入れ、事業者へ支払う
し尿汲取り委託料及び利用者が負担するし尿汲取り
手数料について、価格の見直しを検討する必要があ
る。

環境センター廃止に伴う影響を調査する。また、近隣市町のし尿汲取
り手数料を参考に、適正な受益者負担額を検討し、見直しを行う。

財
源
内
訳

令和４年度に見直しを
実施した事項

・環境課窓口で、し尿汲取券の電子決済（PayPay）を導入。

令和５年度に見直しを
実施している事項

・し尿汲取り手数料の改定

今後見直しを検討する事項 ・環境センターの廃止の検討

⑤目標の
達成度 4 滞りなくし尿処理ができた。

⑥改善の
取組状況 3 し尿に係る環境保全は、汲取り便槽及び浄化槽を利用する住民への意識づけが重要である

ため、引き続き取り組みを実施していく。

③受益の
公平性 4 浄化槽、し尿汲み取り世帯は限定される（約30％）が、適正なし尿処理は、悪臭・水質汚

濁防止等の生活環境悪化を防止し、全住民への受益に繋がる。

④ニーズ
の把握 2 令和元年度の一般廃棄物処理基本計画改定時にパブリックコメントを行った。

①市実施
の妥当性 4 し尿は一般廃棄物であり、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２において、市町

村が処理しなければならないと規定されている。

②事業の
必要性 4

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２において、市町村は、区域内における一般
廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに処理しなければならないと規定されてい
る。

一般財源の割合 47% 49% 52%

評価の観点 評　価 評価根拠

その他 15,075 14,637 15,205

一般財源 17,117 17,055 21,487

国県支出金 3,976 2,782 4,336

地方債 0 0 0

R3決算 R4決算 R5予算

36,168 34,474 41,028

評価チャート
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